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代表者氏名
※署名の場合は押印不要
電話

特定蓄電事業計画書

浜松市適正な蓄電池設備の設置等に関する要綱第６条第１項に基づき、下記のとおり特定蓄電事業計画書を提出します。
記
（事業者）
	事業者名（注1）
	

	法人番号（注2）
	

	事業者の住所
（注3）
	(〒    -    )


	発電事業者の状況（いずれかに○）
	発電事業者　・　発電事業者以外



（設備の内容）
	発電(蓄電)所名称
	

	事業実施場所
	地番
	 　 　　　区　　　町

	
	地目
	

	
	面積
	

	
	用途地域
（いずれかに○）
	市街化区域 　　市街化調整区域  
都市計画区域外

	土地の権利関係
（いずれかに○）
	自己所有地
	売買
	借地

	土地の契約状況
（いずれかに○）
	　　　年　　　月　　　日 （ 契約済 ・ 契約手続中 ）
※契約済の場合は契約日を、今後契約の場合は予定日を記入

	蓄電池出力（注4）
	系統連系出力・　　 　kW

	蓄電池容量
	　　　kWh 

	工事スケジュール
（予定）
	（工事着工）　　　　　　年　　月　　日　から
（工事竣工）　　　　　　年　　月　　日　まで

	運転期間（予定）
	（運転開始）　　　　　　年　　月　　日　から
（運転終了）　　　　　　年　　月　　日　まで

	蓄電池
	蓄電池種類（リチウムイオン電池/NAS電池等）
	

	
	製造メーカー
	

	
	型番
	

	
	最大出力
	         kW

	パワーコンディショナー
	製造メーカー
	

	
	型番
	

	
	定格出力
	kW

	
	設置基数
	台



（説明会等の内容）
	近隣関係者との調整
（予定）
	説明方法
（いずれかに○）
	説明会の開催　　　戸別訪問　　　
その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	説明時期
	

	
	説明場所
	

	
	説明内容
	




	
	説明対象
	説明対象者数　計　　　　　人
（ア 隣接者等　　　　 　　人）
（イ 自治会関係者　　　　 人）
（ウ 居住者等　　　 　    人）



（その他）
	発火を防止するための方法
	

	火災時に周辺への延焼を防止するための方法
	

	蓄電池設備等から
発生する音圧レベル
	　　　ｄB

	騒音を防止するための方法
	

	排水方法
（いずれかに○）
	自然浸透　　　　　　 その他

	土砂災害等が懸念されるエリアへの該当性（いずれかに○）
	土砂災害特別警戒区域　　土砂災害警戒区域
砂防指定地　　地すべり防止区域　　急傾斜地崩壊危険区域
その他（　　　　　　　　　　　）

	土砂災害等を防止するための方法
	



（連絡先）
	連絡先
	特定蓄電事業者
（担当者）
	所属
	

	
	
	氏名
	
	電話
	

	
	設計・施工事業者
（担当者）
	会社名所属
	

	
	
	氏名
	
	電話
	

	
	保守点検責任者
（担当者）
	会社名所属
	

	
	
	氏名
	
	電話
	



【添付書類】
　・位置図（発電(蓄電)所計画地の位置及び付近の状況を示す図面）
・土地利用平面図（蓄電池、パワーコンディショナー、系統連系柱、入口＜施錠可能な構造とする＞、標識、柵・塀等＜高さを記載＞、緑地の配置を記載）
・排水方法の分かる資料（排水路、調整池等を土地利用計画平面図に記載でも可）
・災害・騒音を防止する方法が分かる資料（緩和緩衝帯、防音壁、排水路、調整池等を土地利用計画平面図に記載でも可）
・周知対象となる範囲を示す図面
・履歴事項全部証明書（３か月以内に発行したもの）※写しでも可とする。
・電気事業法における発電事業者であることがわかる書類もしくは経済産業省へ
「発電事業届出書」を届け出たことがわかる書類（発電事業者に該当する場合）
　・説明会や戸別訪問での使用する予定の資料

【注意事項】
　・正副２通を作成し提出すること。（副本はコピーでも可。添付資料は不要。）
　・副本を農地転用手続き等の添付資料とする場合には必要部数の副本を作成すること。
（注1）法人については、「名称」は登記簿上の名称を記載すること。提出者と同一の場合は、「提出者と同じ」と記載することも可。
（注2）国税庁から指定・通知される13桁の法人番号を記載。
（注3）提出者の住所と同一の場合は、「提出者と同じ」と記載することも可。
（注4）系統連系線との接続地点における特定蓄電池設備の出力。
